
 

 

 

 

 

決算公告 
第 23 期（2025 年 1 月 1 日から 2025 年 12 月 31 日まで） 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社オフィスバスターズ 

東京都千代田区内神田一丁目１番７号 

代表取締役会長 天野 太郎 



1 

 

  

計 算 書 類 

 

貸 借 対 照 表 

（2025年12月31日現在） 
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 5,369,228 流動負債 2,319,955 

現金及び預金 2,856,234 買掛金 1,216,698 

受取手形 37,836 未払金 270,902 

売掛金 1,429,884 未払法人税等 58,535 

商品 411,968 前受金 344,943 

仕掛品 341,540 預り金 124,476 

その他 291,862 賞与引当金 73,819 

貸倒引当金 △ 99 その他 230,580 

固定資産 1,734,076 固定負債 116,453 

有形固定資産 218,936 資産除去債務 115,037 

建物及び附属設備 197,189 その他 1,416 

工具器具備品 19,669   負債合計 2,436,408 

その他 2,077   （純資産の部）  

無形固定資産 68,303 株主資本 4,665,696 

ソフトウェア 57,953   資本金 74,950 

その他 10,350 資本剰余金 57,150 

投資その他の資産 1,446,836 資本準備金 25,050 

投資有価証券 61,242 その他資本剰余金 32,100 

関係会社株式 566,390 利益剰余金 4,534,496 

関係会社長期貸付金 140,000  その他利益剰余金 4,534,496 

敷金及び保証金 367,612   繰越利益剰余金 4,534,496 

繰延税金資産 80,940 自己株式 △ 900 

その他 230,649 新株予約権 1,200 

  純資産合計 4,666,896 

資産合計 7,103,305 負債・純資産合計 7,103,305 
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損 益 計 算 書 
（自2025年 1月 1日 至2025年12月31日） 

 
（単位：千円）

科 目 金 額 

売上高  17,814,870 

売上原価  11,631,598 

売上総利益  6,183,271 

販売費及び一般管理費  5,438,891 

営業利益  744,380 

営業外収益   

受取利息及び配当金 9,521  

  その他 13,651 23,173 

営業外費用   

支払利息 928  

為替差損 319  

    その他 4,539 5,786 

経常利益  761,766 

特別損失   

減損損失 3,972  

固定資産除却損 2,412 6,384 

税引前当期純利益  755,381 

法人税、住民税及び事業税 212,389  

法人税等調整額 36,604 248,994 

当期純利益  506,387 
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株主資本等変動計算書 
（自2025年 1月 1日 至2025年12月31日）  

（単位：千円）

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 

準備金 

その他 

資 本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合 計 

その他 

利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
繰越利益 

剰余金 

2024 年 12 月 31 日残高 74,950 25,050 32,100 57,150 4,028,109 4,028,109 

事業年度中の変動額       

当期純利益     506,387 506,387 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
   －  － 

事業年度中の変動額合計 － － － － 506,387 506,387 

2025 年 12 月 31 日残高 74,950 25,050 32,100 57,150 4,534,496 4,534,496 

 

 

株主資本 

新株予約権 純資産合計 
自己株式 

株主資本 

合計 

2024 年 12 月 31 日残高 △900 4,159,309 1,200 4,160,509 

事業年度中の変動額     

当期純利益  506,387  506,387 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 

 
－ － － 

事業年度中の変動額合計 － 506,387 － 506,387 

2025 年 12 月 31 日残高 △900 4,665,696 1,200 4,666,896 
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個別注記表 

Ⅰ. 重要な会計方針 

1. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 商品・仕掛品 

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法)によっております。 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法)によっております。   

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法(ただし、平成 10年 4 月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備も含む)については、

定額法)を採用しております。 

主な耐用年数 

建物及び附属設備  8～10 年 

工具、器具及び備品 3～6年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアは、社内における見込利用可能

期間（5年）による定額法を採用しております。また、のれんについては 5年間の定額法に

よっております。 

(3) 長期前払費用 

定額法を採用しております。  

 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度における負担額を計上して

おります。 

 

4. 収益及び費用の計上基準 

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義

務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとお

りであります。 
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(1) リユース品販売サービス 

主に店舗およびインターネットで法人顧客へのリユース品の商品等の販売を行っておりま

す。これらは、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間で

あるため出荷時に収益を認識しております。 

(2) 引揚サービス 

引揚サービスにおいては、主に不要物撤去時の内装解体工事や分別・廃棄コンサルティング

を行っております。受注した契約に関して、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期

間にわたり移転する場合には、期間がごく短いプロジェクトを除き、財又はサービスを顧客

に移転する履行義務を充足するにつれて、当該一定の期間にわたり収益を認識しておりま

す。この履行義務の充足に係る進捗度の見積りは、決算日までの発生原価が見積原価総額に

占める割合に基づいて測定しております。なお、履行義務が一定期間にわたり充足されるも

のでない場合には一時点で充足される履行義務として、また、契約における取引開始日から

完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短いプロジェクトについて

は代替的な取扱いを適用し、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

(3) オフィスファシリティサービス 

主に内装工事や通信工事等を行っております。これらは、一定の期間にわたり履行義務が充

足されるものと判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。履

行義務の充足に係る進捗度の見積りは、各報告期間の期末日までに発生した実際原価が見

積総原価の合計に占める割合に基づいて行っております。なお、当社の内装工事や通信工事

等のほとんどは、取引開始から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間が

ごく短い場合に該当すると見込まれており、その場合は一定の期間にわたり収益を認識す

るのではなく完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

 

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

Ⅱ. 会計方針の変更に関する注記 

（会計方針の変更に関する注記） 

 「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27号 2022 年 10 月 28

日。以下「2022 年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。 

 法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022 年

改正会計基準第 20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28号 2022 年 10 月 28 日。以下「2022 年改正適用指

針」という。）第 65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当

該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。 
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Ⅲ. 収益認識に関する注記 

1. 収益の分解  

当社は、店舗営業戦略事業、法人営業事業、引揚営業事業を営んでおります。各事業の売上

高は、9,334,676 千円、2,835,726 千円及び 5,644,466 千円であります。 

2. 収益を理解するための基礎となる情報  

「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

Ⅳ. 表示方法の変更に関する注記 

該当事項はありません。 

  

Ⅴ. 誤謬の訂正に関する注記 

該当事項はありません。 

 

Ⅵ. 貸借対照表注記 

1．有形固定資産の減価償却累計額  215,806 千円 

 

2．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 

短期金銭債権       16,891 千円 

長期金銭債権       140,000 千円 

短期金銭債務       123,454 千円 

 

Ⅶ. 損益計算書注記 

1．関係会社との取引高 

売上高             67,136 千円 

その他の営業取引高      921,197 千円 

営業取引以外の取引高     192,262 千円 

 

Ⅷ. 株主資本等変動計算書注記 

1．当事業年度末日における発行済株式の数 

普通株式        1,613,200 株（自社株式除く） 

2．株主資本の金額の変動 

該当事項はありません。 
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Ⅸ. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産 

賞与引当金           25,534 千円 

未払事業税            5,814 千円 

資産除去債務          40,757 千円 

未払事業所税          4,931 千円 

期末賞与            11,204 千円 

法定福利費(賞引分)       3,987 千円 

その他             13,448 千円 

繰延税金資産小計        105,675 千円 

評価性引当額         △1,373 千円 

繰延税金資産合計       104,301 千円 

 

繰延税金負債 

有形固定資産         23,361 千円 

    繰延税金負債合計        23,361 千円 

    繰延税金資産の純額       80,940 千円 

 

Ⅹ. 資産除去債務に関する注記 

1．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

店舗及び事務所の賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から 3～10 年と見積り、割引率は 0％～0.657％を使用して資産除去債

務の金額を計算しております。 

(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高        111,048 千円 

当期増減額          3,510 千円 

時の経過による調整額     478 千円 

期末残高        115,037 千円 

  

2．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務 

該当事項はありません。 
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Ⅺ. 金融商品に関する注記 

1．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等

の金融機関からの借入及び新株発行による方針であります。資金運用については、預金等

の安全性の高い金融商品に限定し、投機的目的のための運用は行わない方針であります。

また、デリバティブ取引に関しては行わない方針であります。  

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク  

営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒される可能性がありますが、主要な取

引先の信用力は十分であり、また、回収リスクが僅かでもあると判断される取引先につい

てはおおよそ債権保証をかけているため、信用リスクは僅少であります。 

 投資有価証券は、満期保有目的の債券及び取引先にも関係する株式であり、市場価格の変

動リスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金等は、そのほとんどが月末締め翌月末支払いであります。 

  

(3) 金融商品に係るリスク管理体制  

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

 営業債権である売掛金等は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクにつき

ましては、適切な与信管理を実施することにより当該リスクの低減を図っております。 

 売掛金等については、経常的に発生しており、担当者が、所定の手続きに従い、債権回

収の状況を定期的にモニタリングを行い、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図

っております。特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、取引実

行の決定や回収状況の報告などを行います。 

 敷金及び保証金は、主に店舗及び事務所の賃貸借契約に伴うものであり、差入先の信用

リスクに晒されておりますが、賃貸借契約に際し差入先の信用状況を把握しておりま

す。 

 投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 

② 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理営業

債務である買掛金等は、そのほとんどが月末締め翌月末支払いとなっております。営業

債務は流動性リスクに晒されておりますが、当該リスクにつきましては、月次単位での

支払い予定を把握するなどの方法により、当該リスクを管理しております。 

 買掛金及び未払金については月次単位での支払予定を把握するとともに、手許流動性の

維持などにより流動性リスクを管理しております。 
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2．金融商品の時価等に関する事項 

2025 年 12 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。 

  貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）  

(1)投資有価証券 

(2)敷金及び保証金 

50,242 

354,810  

48,968 

351,547 

△ 1,274 

△ 3,262  

資産計  405,053 400,515 4,536 

（注）1．現金及び預金、受取手形、売掛金、買掛金、短期借入金、契約負債については、現

金であること及び、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであ

ることから、記載を省略しております。 

   2．市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融

商品の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 

   3．保証金(営業保証金)については、返還時期の見積及び時価を把握することが極めて

困難と認められることから、「(2)敷金及び保証金」には含まれておりません。  

                               （単位：千円） 

区分 2025 年 12 月 31 日 

非上場株式 11,000 

 

（注）2．金融債権の決算日後の償還予定額 

 
1年以内 
(千円) 

1年超 
5年以内 
(千円) 

5年超 
10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

投資有価証券 - 50,242 - - 

敷金及び保証金 57,121 284,984 12,704 - 

合計 57,121 335,226 12,704 - 

 

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

3つのレベルに分類しております。 

レベル 1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価 

レベル 2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル 1のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル 3の時価:観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価時価の算

定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
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のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順

位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

(1)時価で貸借対照表に計上している金融商品 

該当事項はありません。 

 

(2)時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

当会計年度(2025 年 12 月 31 日) 
  

区分 
時価(千円) 

レベル1 レベル2 レベル3 合計 

(1)投資有価証券 - 48,968 - 48,968 

(2)敷金及び保証金 - 351,547 - 351,547 

資産計 - 400,515 - 400,515 

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 

公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル 2に分類してお

り、主に社債がこれに含まれます。 

敷金及び保証金 

これらの時価については、返還予定時期を合理的に見積り、将来キャッシュ・フローを国債

の利回りで割り引いて算定しており、レベル 2の時価に分類しております。 

 

Ⅻ. 関連当事者との取引に関する注記 

（ア）子会社等                                   （単位：千円） 

属性 
会社等の
名称 

議決権の被

所有割合
（％） 

事業内容 

関連当事

者との関
係 

取引内容 取引金額 科目 期末残高 

子会

社 
 

㈱レンタ

ルバスタ
ーズ 

所有 

直接 
100％ 

ﾚﾝﾀﾙ事業 

当社商品

の販売、
商品の仕
入、オフ

ィスの賃
貸、管理
業務等の

受託、役
員の兼任  

商 品 の 販

売 ・役務の
提 供 ( 注
2)  

38,538 売掛金 2,771 

商品の仕入
(注 2)  

52,926 買掛金 647 

レンタル料
の支払(注
2)  

1,116 
前払費

用 
135 

- - 未払金   12 

ｵﾌｨｽの賃貸
等(注 2) 

9,949 - - 

ｵﾌｨｽの賃借

等(注 2)  
45,656 - - 

業務委託料

の受取(注
2)  

33,963 
未収入
金 

3,174 

業務委託料

の支払(注
2)  

7,872 未払金 722 
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物 品 の 支

払 (注 2)  
1,966 - - 

紹介手数料
の受取  

159 
未収入
金 

6 

子会
社 

㈱CBM 

所有 

直接 
100％ 

技術サー
ビス業 

当社業務

の委託、
管理業務
等の受

託、役員
の兼任  

委 託 ・ 販
売 (注 2)  

20,762 売掛金 272 

商品の仕入
(注 2)  

600,343 買掛金 73,920 

業務委託料
の受取 (注

2)  
29,531 

未収入

金 
2,313 

業務委託料
の支払 (注

2)  
37,962 未払金 2,086 

配送の支払
い (注 2)  

101 - - 

子会
社 

㈱バスタ

ーズロジ
テック 

所有 

直接 
100％ 

倉庫業 

当社商品
の販売 ・

役務の提
供、業務
の委託、

管理業務
等の受

託、ｵﾌｨｽ

の賃貸
等、資金
の貸付、

役員の兼
任 
 

商 品 の 販

売 ・役務の

提供(注 2)  
876 - - 

仕 入  ( 注
2)  

2,120 買掛金 19 

業務委託料
の受取 

12,265 
未収入
金 

1,118 

ｵﾌｨｽの賃貸
等(注 2)  

787 - - 

紹介手数料

の受取  
1,886 

未収入

金 
290 

利 息 の 受

取  
1,591 

未収入

金 
135 

貸付金の回
収 

10,000 
長期貸
付金 

140,000 

子会
社 

㈱新日東 

所有 

直接 
100％ 

事務用
品・事務
機器・OA 

機器販売
事業、内
装仕上工

事業 

当社商品

の販売、
商品の仕
入、 

経費取引 
 

商 品 の 販

売 ・役務の

提供(注 2)  

1,871 - - 

商品の仕入
(注 2)  

21 - - 

業務委託料
の支払 (注
2)  

165 - - 

子会

社 

㈱エス・
キャビネ
ット 

所有 
間接 
100％ 

オフィス
機器・備

品等販売
業 

当社商品

の販売 

当社商品の
販売 ・役務

の提供(注
2)  

178 - - 

子会

社 

㈱オービ

ーエス 

所有 
直接 51％ 
間接 10％ 

PC 等の機
器買取販
売事業 

当社商品

の販売、
商品の仕
入、管理

業務等の
受託、役
員の兼任 

 

仕 入 ( 注

2)  
1,114 - - 

廃棄物処理
費 用 ( 注
2)  

100 未払金 11 

業務委託料
の受取(注

2)  

480 
未収入
金 

44 

関連
会社 

(株)PB 工
芸社 

所有 
直接 34% 

技術サー
ビス業 

建設工事
の発注、

業務の委
託、管理
業務等の

受託、不
動産の賃
貸等 

建設工事の
発 注 ( 注

2)  

285,144 買掛金 45,983 

業務委託料

の受取(注
2) 

3,153 
未収入
金 

330 

ｵﾌｨｽの賃貸
等 （注 2）  

47 
未収入
金 

51 

配当の受取 2,886 - - 

関連
会社 

(株)アイ
アールイ

所有 
直接 25% 

当社グル
ープ業務

当社商品
の販売、

商品の販売

（注 2） 
135 売掛金 11 
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ー の委託 業務の委

託、資金
の貸付、
役員の兼

任 

仕入 (注
2)  

10 - - 

雑収入  545 - - 

受取利息  75 - - 

貸付金の回

収 
5,856 

短期貸付

金 
4,392 

（イ）兄弟会社等 

属性 
会社等の

名称 

議決権の被
所有割合
（％） 

事業内容 
関連当事
者との関

係 
取引内容 取引金額 科目 期末残高 

その
他の

関係
会社 

(株)テン
ポスホー

ルディン
グス 

- 
飲食店向
け機器販
売事業  

当社商品

の販売 

商品の販
売  

(注 2)  
250 - - 

その

他の
関係
会社 

(株)テン
ポスバス

ターズ 

- 
飲食店向
け機器販

売事業 

当社商品

の販売、  
商品の仕

入 

商品の販売 

 (注 2)  
50 - - 

仕入 

(注 2)  
847 買掛金 50 

その
他の

関係
会社 

キッチン

テクノ

(株) 
- 

飲食店向

け機器販

売事業 

当社グルー

プの商品の

販売 

商品の販売 

 (注 2)  
16 - - 

その
他の
関係

会社 

(株)テン

ポスドッ

トコム 

- 
情報・ｻｰ

ﾋﾞｽ事業 

当社グルー

プの商品の

仕入 

仕入 

(注 2)  
160 - - 

その
他の

関係
会社 

(株)テン

ポス情報

館 

- 

POS システ

ム情報機

器販売・

販促支援 

当社商品の

販売 

商品の販売 

 (注 2)  
79 - - 

その
他の
関係

会社 

(株)ディ

ースパー

ク 

- 

人材派

遣、人材

紹介、請

負業務 

工事の請負 
工事の受注 

(注２) 
4,075 売掛金 1,980 

その
他の

関係
会社 

(株)あさ

くま 
- 

レストラ

ンの運営 

当社商品の

販売 

商品の販売 

 (注 2)  
304 - - 

（ウ）役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等の
名称 

議決権の被
所有割合

（％） 

事業内容 
関連当事
者との関

係 

取引内容 取引金額 科目 期末残高 

役員 天野太郎 

被所有 
直接 

45.2％ 
間接 
9.3％ 

当社代表

取締役会
長 

－ 

賃貸借契約

に係る被保
証(注 4) 

－  － －  

役員 熊谷正慶 
被所有 
直接 
3.2％ 

当社代表
取締役社

長 
－ 

賃貸借契約
に係る被保
証(注 5) 

－  － －  

※1.取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2.当社商品の販売、仕入、販売手数料、家賃他、水道光熱費の支払の取引については、市場価格

を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

3.当社は子会社レンタルバスターズ、CBM、バスターズロジテック及びオービーエスから営業及び

管理業務を受託しております。業務受託料については、支払手数料のマイナスで計上しており

ます。 
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XⅢ.1 株当たり情報に関する注記 

1．1株当たり純資産       2,892.20 円 

2．1株当たり当期純利益      313.90 円 

 

XIV.重要な後発事象 

  該当事項はありません。 


